
中運局公示第 ６１ 号

公 示

特定地域の指定等について

特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特

別措置法等の一部を改正する法律（平成 年法律 号）の施行に伴い、特定地25 83
域の指定基準等について、別紙のとおり定めたので公示する。

平成２７年１月３０日

中 部 運 輸 局 長 野 俣 光 孝



（別紙）

特定地域の指定等について

１．特定地域の指定

国土交通大臣は、直近年度末現在のタクシー車両数が適正車両数の上限値を

上回っている準特定地域のうち、次の（１）から（６）のいずれにも該当する

営業区域を特定地域として指定するものとする。ただし、日車営収が平成 年13
度と比較して増加している営業区域については指定しないものとする。

（１）実働実車率が平成 年度と比較して ％以上減少していること。13 10
（２）次の①又は②のいずれかに該当すること。

① 当該営業区域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計のうち、

タクシー事業に係る営業収支率が ％を下回る事業者が当該営業区域内100
の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計が占める割合（以下「赤字

事業者車両数シェア」という ）が 以上であること。。 1/2
② 赤字事業者車両数シェアが 以上であって、前年度と比較して赤字事1/3
業者車両数シェアが ポイント以上増加していること。10

（３）人口 万人以上の都市を含む営業区域であること。30
（４）総実車キロが前年度と比較して５％以上増加していないこと。

（５）次の①から③のいずれかに該当すること。

① 日車営収又は日車実車キロが平成 年度と比較して ％以上減少して13 10
いること。

② 当該営業区域における走行 万キロ当たりの法令違反件数の直近５年100
間の平均値が、全国における走行 万キロ当たりの法令違反件数の直近100
５年間の平均値を上回っていること。

③ 当該営業区域における走行 万キロ当たりの事故発生件数の直近５年100
間の平均値が、全国における走行 万キロ当たりの事故発生件数の直近100
５年間の平均値を上回っていること。

（６）当該営業区域における協議会の同意があること。

２．指定期間等

１．の指定は、原則として毎年１月１日を目途に３年を超えない範囲で期間

を定めて指定するものとし、指定の延長は原則として１回に限って行うことが

できるものとする。ただし、指定期間中であっても、１．に掲げる基準に該当

しなくなった場合（指定からの期間が２年未満の場合を除く 、国土交通大臣。）

は指定の解除を行うものとする。

また、指定を解除する営業区域又は指定の延長を行わない営業区域にあって

は、原則として準特定地域として指定するものとする。

なお、当該指定及び指定の解除は告示により行う。



３．指定等のための各種指標の把握等

指定等に当たっては各年度ごとの旅客自動車運送事業等報告規則（昭和 年39
３月 日運輸省令第 号）に基づく法人事業者の事業実績報告等を用いるも31 21
のとし、地方運輸局は、毎年度の各営業区域ごとの数値を原則として７月 日30
までにとりまとめ、本省に報告するものとする。

附 則

１．この公示は、平成２７年１月３０日から適用する。

２．平成 年度の各種指標に基づく特定地域の指定については、本則２．に定め25
る期日にかかわらず、指定するものとする。


